
宮城県

目的
「学校・家庭・地域が一体となって子供を育てる活動」をとおして、地域の
課題をみんなで解決する力を高めます。地域の未来を担う人材を育てながら、
地域コミュニティの再構築を目指します。

内容

・地域で活躍する人材の発掘、育成
・地域人材の活躍の場の創出
・学校 -企業 -地域人材のマッチング機会の提供
・放課後子供教室や地域未来塾など、関連事業を行う市町村への補助金

担当者からのメッセージ

地域で活躍したい、地域とつながり続けたい。
子供たちに将来そんな思いが芽生えるよう、事業に取り組んでいます。
子供たちの未来は、地域の未来そのものです。
企業の皆様、持続可能な地域づくりに、ぜひご参加ください。

宮城県では、企業版ふるさと納税にご協力いただける企業を募集しています。
企業版ふるさと納税とは、地方創生プロジェクトに対して企業が寄附を行った場合に、
法人関係税から税額控除する仕組みで、寄附額に対し最大約９割の税軽減効果があります。
企業のCSR活動の一環として、地方創生プロジェクトのひとつ「協働教育推進事業」に
貢献してみませんか？

放課後子供教室とは
小学生を対象に、地域住民による学習支援や体験活動を放課後に行う事業です。

地域未来塾とは
中高生を対象に、退職教員や大学生の力を借りて学習支援を行う事業です。

どちらの事業も、県の補助金を活用し、多くの市町村で実施されています。
地域人材の活躍の機会となり、地域の大人と子供がつながる場になっています。



 宮城県は、総合計画「新・宮城の将来ビジョン」に掲げる４つの
政策推進の基本方向に基づき、事業を実施しております。

 これらの事業は、すべて企業版ふるさと納税の対象となります。
詳しくは、お気軽に下記担当までお問い合わせください。

【政策推進の基本方向】
１ 富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進
２ 社会全体で支える宮城の子ども・子育て
３ 誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり
４ 強靱で自然と調和した県土づくり

寄附の対象となる事業とは？

 企業版ふるさと納税(地方創生応援税制)は、国が認定した地方公共
団体(本社所在地を除く)の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附
を行った場合に、法人関係税から税額控除する仕組みです。

企業版ふるさと納税とは？

宮城県 教育庁 生涯学習課
お問い合わせ

☎：022-211-3690 📧：syogakk@pref.miyagi.lg.jp

宮城県 企業版ふるさと納税 検索

詳しくは、県ホームページをご覧ください。

ポイント③ポイント②ポイント①

寄附額に対し最大約９割の

税軽減効果があります！

寄附を通じて、

SDGs達成に向けた

取組を支援できます！

県ＨＰへの情報掲載等により

企業のイメージアップ

が期待できます！

例）１００万円寄附すると、最大約９０万円の法人関係税が軽減（実質的な企業負担額が約１０万円）

企業版ふるさと納税の３つのポイント！


